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2005年台風14号における土砂
災害警戒情報の運用と鹿児島県
内市町村および住民の対応
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Abstract

A sedimentdisasterwarning information system wasestablished nationwide in
September２００５.Thesystemprovidesinformationtolocalgovernmentsforuseintheir
disasterprevention and emergency evacuation activities.Thesystem wasused in
Kagoshimaforthefirsttimein２００５duringTyphoonNo.１４.Asurveywasundertaken
toseehow thesedimentdisasterwarningswereusedbytheself-governingbodiesin
KagoshimaPrefectureandtheresidentsoftheKotaniDistrict,whichsuffereddamage
fromadebrisflow.Thesurveyrevealedthat４０% oftheself-governingbodiesutilized
thesedimentdisasterinformationprovidedbythesystem duringthetyphoon.The
residentsoftheKotaniDistrictheardthesedimentdisasterwarningsbutdidnottake
refuge,preferringinsteadtoactwithcaution.
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１．はじめに
土砂災害警戒情報は，大雨により土砂災害の危

険度が高まった市町村を特定し，都道府県砂防部
門と地方気象台が共同して発表する情報である。
この情報の目的は，土砂災害に対して市町村が避
難勧告等の災害応急対策を行うことと，住民の自
主避難の判断等に利用することにある。
土砂災害警戒情報の運用が２００５年９月１日から

全国で初めて鹿児島県で開始された。開始直後の
２００５年９月台風１４号の大雨時１）にこの情報が初め
て発表された。９月５日から９月７日にかけて，
県内７２市町村（２００５年９月５日現在）中５９市町村
を対象に，この情報が延べ４５回にわたり発表され
た２）。この情報は，県内の市町村に伝達されると
ともに，メディアを通して住民へ伝達された。
この情報が，市町村および住民に具体的にどの

ように活用されたのかを評価しておくことは，こ
の情報の目的である市町村と住民の活用促進に向
けて極めて重要なことである。本研究は，先ず鹿
児島県全市町村を対象に，土砂災害警戒情報に関
するアンケート調査を２００５年１０月に行い，運用開
始直後の市町村における土砂災害警戒情報の位置
付け，台風１４号時の活用を分析する。
さらに，この台風１４号時に土石流により３人が

被災した鹿児島県垂水市小谷地区３）を対象に，住
民の避難行動に関するアンケート調査を行い，土
砂災害や避難に関する知識，土砂災害警戒情報等
の発表に対する住民の反応および避難を分析す
る。これによって，運用開始時における土砂災害
警戒情報の住民の受取りと活用を明らかにする。
翌２００６年には土砂災害警戒情報は，初年度の運

用の教訓を元に，若干の修正がなされるととも
に，平成１８年度版の鹿児島県地域防災計画に記載
された。これによって，土砂災害警戒情報は気象
台が発表する気象警報と実質的に同じ取り扱いと
なった。このような体制が整った後の２００６年７月
鹿児島県西北部豪雨時に土砂災害警戒情報が延べ
４０回発表された。そこで，１年後の土砂災害警戒
情報の取り扱いの変化と定着を調べるために，
２００６年１２月に市町村アンケート調査をした結果も
合わせて報告する。これらの結果に基づいて，土

砂災害警戒情報を活用目的である災害応急対策に
おける警戒避難対応を適時適切に行えるものにし
ていくための分析をする。

２．土砂災害警戒情報と２００５年台風１４号
時の発表

（１）土砂災害警戒情報とは
土砂災害の多い鹿児島県は，土砂災害から人命

を守るために，警戒避難体制の確立が重要な課題
である。このため鹿児島県は，鹿児島県土木部砂
防課の土砂災害発生予測システムの土砂災害危険
指標と詳細な雨量データ，気象台の土壌雨量指
数，気象業務法に基づく伝達ルート等のデータお
よびシステムを有効に活用し，さらに適切な防災
情報の活用を目指し，２００２年から土砂災害警戒情
報の発表のために整備を進めてきた４，５）。この情
報の目的は，大雨による土砂災害発生の危険度が
高まったときに，市町村長が防災活動や住民への
避難勧告等の災害応急対応を適時適切に行えるよ
う支援すること，また住民の自主避難の判断等に
も利用できるようにすることである。大雨警報発
令後，気象庁が作成する降水短時間予報等による
３時間先までの降雨予測を用いて，砂防課の土砂
災害発生予測情報システムの危険指標と気象庁の
土壌雨量指数を基に，砂防課と気象台が共同で作
成･発表し，気象台から各防災機関，各メディア
へ伝達され，またホームページを通じて住民へ提
供されるもので，簡潔な警戒文と図で構成されて
いる。土砂災害警戒情報の主な流れを図-１に示
す。土砂災害警戒情報は大雨警報発令時に発表さ
れるので，市町村の初動体制は整った状態にあ
る。土砂災害発生予測情報システムの情報は，大
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図-１ 土砂災害警戒情報の伝達ルート
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雨警報等の発表が無いときにも出るため，職員の
配置ができない場合もありうるが，土砂災害警戒
情報はこの課題を解消している６，７）。なお，解除
は県が監視する指標と気象台が監視する指標のど
ちらかがその基準を下回り，かつ短時間で再び発
表基準を超過しないと予想されるときになされ
る。

（２）２００５年台風１４号時の土砂災害警戒情報の
発表

土砂災害警戒情報は，９月５日１０時４０分に肝付
町に最初に発表され，最後に９月６日１１時４６分に
長島町と東町に発表された。２００５年９月当時の鹿
児島県内７２市町村の内，５９市町村にこの情報が発
表された。解除は，９月６日７時３８分に日置市と
喜界町から始まり，９月７日９時２５分に完了し
た。土砂災害警戒情報は，発表および解除ごとに
発表されるので，今回の台風では，第１号から第
４５号まで発表された。土砂災害警戒情報は，発表
は市町村ごとになされるが，発送単位が土木事務
所単位のため，土木事務所管内の市町村には，管
内の市町村に発表されるごとに届き，管内のすべ
ての市町村に発表された後には送付されなくな
る。また，解除が始まると，管内の市町村で解除
されるごとに発送され，管内の市町村がすべて解
除されるまで続けられる。このため，当該市町村
以外の情報も受け取り，管理する必要が生じ，効
率的でない側面をもつ。今回の台風のような全県
的な発表時には効率的でないといえる。この情報
に慣れていない市町村の担当者は，情報の番号の
欠落に戸惑った形跡も見られた。しかし，集中豪
雨のような，局地的な場合は現状の方法で不都合
はないと考えられる。

３．２００５年における土砂災害警戒情報に
関する市町村アンケ―ト調査

（１）調査方法
２００５年１２月中旬に全６１市町村消防防災担当部署

に対して「鹿児島県内の市町村の土砂災害警戒情
報に関する調査票」を，郵送方式で実施した。３６
市町村から回答を得た（回収率５９％）。

（２）調査結果
１）土砂災害警戒情報の位置付け
「土砂災害警戒情報は，貴自治体の避難勧告基
準として運用されていますか」という質問に対し，
「運用している」と答えたのは１０市町村（２８％）で
あった（図-２）。そこで，「運用していない」自治
体に対し，「土砂災害警戒情報を避難勧告基準とし
て採用する計画はありますか」という質問をした
ところ，「ある」は９市町村（３６％），「様子をみな
いとわからない」は１５市町村（６０％）であった
（図-３）。現在のところ，半数強の市町村は避難勧
告基準として採用あるいは予定をし，他は様子を
見ている状況といえる。「土砂災害警戒情報を貴自
治体の地域防災計画書に記載する計画はあります
か」という質問に対し，「ある」は２７市町村（７９％）
と高い数値を得た（図-４）。調査時点では，土砂災
害警戒情報は，県地域防災計画に記載がないので，
１００％に達していない。土砂災害警戒情報について
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図-３ 土砂災害警戒情報の避難勧告基準採用の計画

図-２ 土砂災害警戒情報の避難勧告基準としての運用
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は鹿児島県が平成１８年度県地域防災計画に記載す
る予定なので，これを受けて県内の全市町村地域
防災計画で記載することになると思われる。
土砂災害警戒情報への期待度を把握するため

に，「土砂災害警戒情報が防災機関の防災活動，避
難勧告等の判断および住民の自主避難等の避難活
動に活用できると期待されますか」という質問を
行った。その結果を表-１に示す。どちらとも２１
市町村（５９％）が期待している。
２）土砂災害警戒情報の課題
土砂災害警戒情報は，土木事務所の管轄ブロッ

クの市町村が土砂災害警戒情報の発表や解除の対
象になるごとに，管轄ブロックの市町村全体に警
戒文が毎回送られてくる。このような発送単位に
ついて市町村は，「市町村単位がよい」が１６市町村

（４４％），「ブロック単位がよい」が２０市町村（５６％）
と現状でよいとする回答がやや上回った（図-５）。
土砂災害警戒情報の内容，伝達ルート，発送単位
等について改善方策の提案を聞いたところ，「ブ
ロック単位の発表は，紙の無駄で，毎回確認しな

いといけないので災害時にはとても手間がかか
る」，「現在の一括FAXによる発表は，台風が過ぎ
た後も，送り続けられ，無駄が多すぎる」，「市町
村合併により，行政範囲が広くなり，発表単位が
市町村名では対応が取りにくい。管内にも鹿児島
県設置の雨量計は数多くあるので詳細な地区名で
発表できればありがたい。台風１４号では，管内の
雨量計の差が大きかった」，「県防災行政無線FAX
で送られてくる警戒文は，文字等がやや不鮮明で
特に地図は見づらい」などの指摘があった。発表
単位と鮮明さが指摘されている。発表分の原図が
カラーであるため，FAXでは見づらいのは事実で
ある。今後の改善が望まれる事項といえる。
３）既存の災害情報との関連
「土砂災害警戒情報と以前からある土砂災害発
生予測情報システムの２つの情報をこれからどの
ように運用することが適切と判断しますか」とい
う質問に対する回答を表-２に示す。多くの自治
体で現状の２ルートを支持している。鹿児島県の
土砂災害発生予測情報システムは，レベル１，レ
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図-４ 土砂災害警戒情報の地域防災計画書記載の計画 図-５ 土砂災害警戒情報の発送単位

表-１ 防災機関および住民の土砂災害警戒情
報の活用（N＝３６）

住民での活用防災機関での活用
項 目

％回答数％回答数
１７６１７６大いに期待できる
４２１５４２１５かなり期待できる
３３１２２８１０やや期待できる
８３１４５あまり期待できない

表-２ ２つの土砂災害に関する情報の運用
（N＝３５）

％回答数項 目
７４２６２つの情報を現在のまま運用する
１４５土砂災害警戒情報のみでよい

９３
土砂災害発生予測情報システムからの
土砂災害危険度指数の情報をパソコン
のみにて運用する

３１一本化してほしい
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ベル２，レベル３の土砂災害危険度指数の情報が
FAXで市町村に送付されるとともに，詳しい雨量
はパソコンで確認できるシステムとなっている。
土砂災害警戒情報だけでは，観測点ごとの雨量は
確認できないので，このような選択になったこと
が予想される。
気象台から発表される気象予警報のほかに，最

近では，土砂災害発生予測情報システムの雨量情
報，河川情報，土砂災害警戒情報等のように多く
の災害対策用の情報が市町村に送付される。これ
らの情報の量について聞いたところ，図-６の結
果となった。「対策にはちょうどよい量である」が
半数弱であるが，何らかの工夫が必要なことを示
唆している。災害警戒本部や災害対策本部設置時
に，「これらの情報を確認して管理する担当を設け

ていますか」という設問を行ったところ，２８市町
村（８０％）の市町村が担当を決めていた。最後に，
「これらの情報を有効に活用するためには，どのよ
うな工夫が必要だと思いますか」に対して，図-７
の結果が得られた。「伝達ルートの一元化」が求め
られているといえる。
４）台風１４号時の土砂災害警戒情報の活用につ

いて
台風１４号時に土砂災害警戒情報が発表された市

町村を対象とする。土砂災害警戒情報の発表を受
け取った市町村は７４％にあたる２５の市町村であっ
た。土砂災害警戒情報を受け取った市町村のうち
２０市町村（８０％）はこれを基に災害対応を行った。
具体的内容は表-３に示すとおりである。「住民へ

３４７

表-３ 市町村の土砂災害警戒情報入手後の対応
（N＝２０）（複数回答）

％回答数項 目

６０１２住民への自主避難の呼びかけを行
なった

３５７防災行政無線で土砂災害警戒情報
の発表を放送した

１５３避難勧告の発表の参考にした

１５３消防本部・消防分団に土砂災害警
戒情報の発表を連絡した

１５３
土砂災害発生予測システムのパソ
コンから土砂災害雨量の状況を確
認した

１０２管内の土砂災害危険箇所の確認に
担当者を派遣した

５１
広報車・消防車等で土砂災害警戒
情報が発表されていることを広報
活動した

図-７ 災害情報活用のための工夫（Ｎ＝３４）

図-６ 土砂災害情報の量
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の自主避難の呼びかけ」に最も多く活用されてい
るが，「避難勧告の発表の参考にした」はまだ少な
い。次に，「土砂災害警戒情報の発表を受けて，災
害警戒体制の強化を行いましたか」と質問したと
ころ，「行った」は１１市町村（４６％）で，具体的な
強化の内容は，「河川等土木部門の職員の増員」お
よび「情報収集体制の強化」であった。
「土砂災害警戒情報の警戒文は，防災活動する
場合に活用しやすい内容になっていますか」とい
う質問に対して「妥当である」は２０市町村（８０％）
と高い。「改善の余地がある」では，具体的な改善
策として，「土砂災害警戒情報により特定される地
域が広範囲すぎるため，避難準備情報等を流すの
に不便である」，「今回は，ほとんどの市町村が対
象となったためか，警戒文が全体的な内容で参考
にならなかった」，「広範囲である（市全体）ため，
警戒体制は通常と変わらない」，「量より質的な，
よりピンポイントな情報が随時ほしい」などであ
る。台風のように県全体に及ぶ降雨時における土
砂災害警戒情報の限界を示すものである。
なお，台風１４号時における土砂災害警戒情報の

検証が文献８）に示されている。これによれば，土
砂災害警戒情報の適中率（災害発生市町村数/土砂
災害警戒情報発表市町村数）は２４％，捕捉率（土
砂災害警戒情報発表中の災害件数/総被害件数）は
８９％であり，当初の目安である適中率３０％と捕捉
率７０％にほぼ近い結果が得られている。

４．２００５年台風１４号時における垂水市小
谷地区住民の避難に関するアンケー
ト調査

（１）小谷地区と土石流被害の概要
小谷地区には２４世帯５１人が住み，その大半を高

齢者が占めていた。台風１４号時，土砂災害警戒情
報を含め避難を呼びかける情報が再三伝達された
が，亡くなった３人は地区外に避難せず，一軒の
家に集っていたところを土石流に襲われた。小谷
地区は，土石流危険渓流および急傾斜地崩壊危険
箇所に指定されていたので，地区の各世帯に防災
行政無線戸別受信機が設置されていた９）。

（２）調査方法
２００５年１２月８日から９日に，小谷地区の土石流

発生箇所周辺の１６世帯に対しアンケート調査を行
い，１３世帯から回答を得た（回収率８１％）。依頼方
法は，手渡しでの配布･回収とし，不在者に対し
ては郵送方式を採用した。

（３）調査結果
１）土砂災害や避難に関する知識について

「小谷地区が土石流危険渓流および急傾斜地崩壊
危険箇所に指定されている」ことを「知っている」は
１０世帯（７７％）だった。「知っている」と回答した
１０世帯のうち８世帯は「危険箇所指定を知らせる看
板（立て札）を見て知った」と回答した。「地区の
避難場所」を「知っている」は１１世帯（８５％）で
あった。両方とも高い割合を示している。「土石流，
崖崩れ，地すべりなどの土砂災害の前兆現象を
知っているか」および「土砂災害警戒情報を知って
いるか」という２つの設問の結果を表-４に示した。
「前兆現象」は半数が知っているが，新設の「土砂
災害警戒情報」は３割程度である。「あなたは，台
風１４号以前に大雨や台風等の自然災害に備えて避
難したことがありますか」という質問をしたとこ
ろ，「ある」と答えた世帯は１世帯（８％）であっ
た。「あなたは，地区の集会や市の広報誌等で，災
害危険箇所，避難所，避難方法等について，聞く
か，見たことがありますか」という質問に対して，
「はい」は５世帯（３８％）と低い水準であった。

２）災害情報に対する住民の対応
９月５日から６日にかけて気象警報（大雨，洪

水，波浪警報）１回，土砂災害警戒情報１回，自
主避難広報３回，広報車による自主避難広報１回
および避難勧告１回の計７回の災害情報が住民に

３４８

表-４ 土砂災害についての知識（N＝１３）

土砂災害警戒情報前兆現象
項 目

％数％数
１５２１５２良く知っている
１５２３８５大体知っている
２３３３８５少し知っている
４６６８１まったく知らない
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伝えられた。これらの情報をどれだけの世帯が聞
いたか，どのような行動をしたのかを表-５に示
した。情報の入手後避難した世帯はなかった。し
かし，避難準備，家屋の周辺の見回り，川の様子
把握等の災害対応行動を起こしていた。特に「土
砂災害警戒情報」の発表時はほとんどの世帯で「避
難準備等」を行なっており，住民の自主避難の判
断には活用されていた。「気象警報」および「土砂
災害警戒情報」のような気象台からの情報は，テ
レビやラジオ等のメディアを通じても住民に伝え
られた。この２つの情報がどの媒体から伝わった
かを表-６に示した。住民は「テレビ」によって情
報を受け取っていた。「防災行政無線戸別受信機」
は，両方とも約半数である。戸別受信機は，行政
からの情報を住民に確実に伝えるために設置され
ているが半数という数値は低い。聞いていない原
因を調査する必要がある。

３）住民の避難について
５日から６日の間で「避難した」はわずか３世

帯（２３％）で，避難理由はいずれも「土石流が発
生したため」と答えた。土石流発生前に避難の呼
びかけによって避難した世帯はなかった。「避難し
ていない」１０世帯に「どうして避難しなかったの
ですか」（複数回答可）と理由を聞くと「危険は感
じたが今までの経験で避難しなくても大丈夫だろ
うと思った」７世帯（７８％），「避難したかったが
避難所が遠くてできそうになかった」１世帯
（１０％），「その他」３世帯（３３％）という回答を得
た。「その他」の内容は，「家や農具が心配で避難
できない」および「避難しようとしたが避難路が
危険な状態でできなかった」である。これらから，
地区全体に避難しようとする意識がなかったこと
がわかる。ヒアリング調査によると住民からは
「毎年台風がやってきているので，台風が襲来す
ることに慣れてしまって，避難まで考えなくな
る」，「既存の広報では，避難する意欲が出てこな
い」，「避難に関する認識が不足していた」などが
挙げられた。住民への防災教育，防災リーダーの
育成，避難を呼びかける情報の伝達方法等を考え
直す必要があると思われる。垂水市地域防災計画
には「避難時に市のマイクロバスで避難所まで搬
送してもらえる」とあるが，このことを「知って
いる」は２世帯（１５％）に留まっていた。これを
住民に十分に周知することで住民が避難しやすく
なることが考えられる。
鹿児島県のまとめ１）によれば，台風１４号で，鹿

児島県下の１４市町村の計９，７１０世帯に避難勧告が
発表されたが，避難世帯数は５９世帯で，避難率は
０．６％であった。避難指示は，２市町村で２６２世帯
に発表され，実際の避難世帯は１００世帯で，避難
率は３８．２％であった。このように，避難勧告によ
る避難者が少ないのが課題である。一方，自主避
難は２２市町村で計１，１１４世帯となっている。鹿児
島県危機管理防災課に依頼してまとめてもらった
台風１４号で全壊した住宅の住民の状況（２００５年９
月１５日時点）は，表-７のとおりである。避難勧告
や避難指示による避難はなく，自主避難で難を逃
れた割合が高い。

３４９

表-５ 情報の住民への伝達および避難行動
（５日N＝１３，６日N＝１２）

何も
しなかった

避難
準備等避難した聞いた広報手段災害

情報名等時日

６３０９防災行政
無線等気象警報５：２０

５日

６３０９防災行政
無線

自主避難
広報８：５５

６１０７防災行政
無線

自主避難
広報１６：１０

１５０６防災行政
無線等

土砂災害
警戒情報１９：５０

４３０７広報車自主避難
広報夕刻

９：３０頃 土石流発生

６日 ３１０４防災行政
無線

自主避難
広報９：４０

２００２防災行政
無線避難勧告１０：４３

表-６ 情報の取得媒体

土砂災害警戒情報気象警報
項 目

％数
（N＝６）％数

（N＝９）
８３５１００９テレビ
００２２２ラジオ

５０３４４４防災行政無線戸別
受信機

００２２２防災行政無線屋外
拡声器

１７１２２２消防団や警察官
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４）土石流発生後の行動
土石流が発生した９時３０分頃，住民は自宅か，

家の周りにいた。土石流の前兆現象の有無につい
て聞いたところ，「川の水が急に濁って，流木が混
ざり始めた」とする回答が多かった。「土石流が発
生したときどのような行動を取りましたか」とい
う設問に対して，図-８の結果が得られた。状況
の確認や安否確認がなされ，ここでも人命救助等
の自主防災活動がなされた。なお，土石流の発生
後に避難した世帯はなかった。

５．２００６年における土砂災害警戒情報の
見直し

土砂災害警戒情報は，２００５年９月台風１４号の大
雨時の運用後に，鹿児島県と鹿児島地方気象台が
協力して市町村等に実施したヒアリング調査や長
崎大学の調査等を基に，土砂災害警戒情報の警戒
文について改善が平成１８年度から図られた。
台風１４号時の警戒文においては，発表された市

町村の名前が載っているだけで，新しく発表され
た市町村がどこなのかがすぐにわからないものに
なっていた。それに対して，改善された警戒文で
は，新しく発表された市町村名に＊が付けられた。
これにより，新たに発表された市町村がどこなの
かがすぐにわかるようになった。また，鹿児島県
の防災行政無線FAXで送られてきた警戒文の地図
は見づらいという問題点があったため，カラーで
なくても見やすくするため，「警戒対象地域」を表
す色を，「赤」から「オレンジ」へと変更した。
なお，これらの改善点については，土砂災害警戒

情報自体の改善点であるため，鹿児島県のみではな
く，土砂災害警戒情報の運用を開始している８都道
府県（２００７年１月現在）においても適用されている。

６．平成１８年度における土砂災害警戒情
報の取り扱いに関する市町村アン
ケート調査

（１）調査概要
２００６年１２月中旬に鹿児島県全４９市町村に対して

「鹿児島県内の市町村の土砂災害情報に関する調
査」を，郵送方式を採用し実施した。３５市町村か
ら回答を得た（回収率７１％，１月２４日現在）。アン
ケートの内容としては，「土砂災害警戒情報につい
て」（１０問），「災害時の情報のあり方」（３問），「２００６
年７月鹿児島県北西部豪雨時の土砂災害警戒情報
の活用」（５問），「土砂災害発生予測情報システム
活用状況」（７問）である。

（２）調査結果
１）土砂災害警戒情報の活用状況
鹿児島県では，平成１８年度県地域防災計画１０）に

おいて，土砂災害警戒情報の目的，内容，伝達体
制等について記載した。土砂災害警戒情報が市町
村の地域防災計画に記載されれば，土砂災害警戒
情報が発令されたときの自治体の対応が明確にな
り，自治体の防災活動にリンクすることになる。
そこで，「土砂災害警戒情報を貴自治体の地域防災
計画に記載していますか」という質問を行ったと
ころ，「いる」は６市町村（１８．２％）だった。現在
のところ，２０％程度の市町村でしか地域防災計画
書に記載していないが，早急に全市町村で記載す
ることが望まれる。
土砂災害警戒情報は，自治体の避難勧告基準と

して採用されることを目的としていることから，
「土砂災害警戒情報は，貴自治体の避難勧告基準
として運用されていますか」という質問を行った

３５０

図-８ 土石流発生時の住民の行動（N=１１）

表-７ 全壊した住宅の住民の状況（N＝４０）

％棟数項 目
１０４家にいて死亡した
３０１２家にいたが，幸い難を逃れた
３８１５危険を感じ自主避難をしていた
３１偶然，家にいなかった（旅行等）
２０８不明



自然災害科学 J.JSNDS26-4（2008）

ところ，「運用している」と答えたのは１５市町村
（４２．９％）だった。前回のアンケート調査（２００５年
台風１４号時）と比較すると，避難勧告基準として
運用している自治体が増えていることがわかる
（図-２参照）。
「運用していない」と答えた２０自治体に対し，「土

砂災害警戒情報を避難勧告基準として採用する計
画はありますか」という質問をしたところ，「ある」
は５（２５．０％），「様子を見ないとわからない」は
１２市町村（６０．０％）だった。現在のところ全市町
村６０％弱で避難勧告基準への採用あるいは予定を
し，他は様子を見ている状況で，アンケート結果
に前回と大きな変化は見られない。
鹿児島県地域防災計画には，土砂災害警戒情報

の伝達ルートが記載されている。そこで，「土砂災
害警戒情報の伝達図を貴自治体の地域防災計画に
記載していますか」という質問を行ったところ，
「いる」はわずかに２市町村（５．７％）だった。

２）土砂災害警戒情報の見直しに関する意見
前回の調査に引き続いて，「土砂災害警戒情報の

警戒文や地図は，防災活動する場合に活用しやす
い内容になっていますか」という質問をしたとこ
ろ，図-９のような結果になった。「いる」と答え
たのは１６市町村（５２％）である。警戒文に関して
は，新しく発表された市町村に＊が付けられるな
どの改善が図られたが，「いる」の割合が前回より
も低くなっている。
次に，「土砂災害警戒情報は市町村ブロック単位

で送られていますが，発送単位はこのままで妥当
ですか」という質問をしたところ，図-１０のよう
な結果となった。前回では，「現在のままでよい」
とする回答が５５％程度であったのに対し，今回は
「市町村単位がよい」とする回答が２３市町村（７０％）
と増加している。
「土砂災害警戒情報の内容，伝達ルート，発送方
法等などについて改善方策の提案がありましたら，
ご記入ください」と聞いた結果を，表-８にまとめ
る。発表単位の細分化を求める意見が挙げられて
いる。２００６年７月鹿児島県西北部豪雨のような集
中豪雨では，発表単位の細分化が求められている。

３）２００６年７月鹿児島県北西部豪雨時の土砂災
害警戒情報の活用について

２００６年鹿児島県北西部豪雨災害では，７月２１日
から２４日にかけて鹿児島県内４９市町村中１５市町村
を対象に，土砂災害警戒情報が延べ４０回発表され
た。アンケートの回答には，この情報を受け取っ
た市町村が１０（３２％）含まれていた。「土砂災害警
戒情報を受けて，災害警戒態勢の強化を行いまし
たか」とする質問をしたところ，図-１１の結果の
ように「行った」とする回答が増えている。「行っ
た」とする具体的な内容は，災害警戒本部の設置，

３５１

表-８ 土砂災害警戒情報の改善方策

・本市は市域が南北に広範囲に渡るため，市町村単位
での発表ではなく，発表区域をより細分化したもの
にできれば，より一層活用することができるのでは
ないか。

・警戒対象地域の細分化や，細分化された地域の土壌
雨量指数，降水予測等の情報の提供があればと思わ
れる。

・市町村合併により自治体の区域が広くなった。それ
に比べ集中豪雨はピンポイント的に降るため，発表
区域の細分化が望まれる。

図-１０ 土砂災害警戒情報の発送単位

図-９ 警戒文の内容は活用しやすいか
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担当職員の配備，危険地区の巡視，住民への周知
等であった。土砂災害警戒情報の発表を受けての
具体的な対応は，「住民へ自主避難の呼びかけを
行った」６市町村（６０％），「防災行政無線で土砂
災害警戒情報の発表を放送した」４市町村（４０％）
となっており，２００５年９月台風１４号における対応
と同じであった。土砂災害警戒情報の発表を受け
取った１０市町村のうち，６市町村が避難勧告を発
表している。「土砂災害警戒情報を避難勧告の発表
の参考にした」は，２市町村で避難勧告への活用
は少ない。

７．まとめ
２００５年９月台風１４号時に，全国で最初に運用さ

れた土砂災害警戒情報の市町村における活用と住
民の避難行動について調べた。さらに，運用開始
１年後の活用状況を補足した。本調査結果は次の
ようにまとめられる。先ず２００５年度の調査より，
（１）土砂災害警戒情報が従来の砂防課が発表し
てきた土砂災害発生予測情報システムの情報とは
異なって，気象台が発表する情報として位置付け
られたために，市町村や住民への伝達が可能に
なった。これまでの土砂災害雨量情報が参考情報
に位置付けられていた制約をクリアできたといえ
る。台風１４号時には土砂災害警戒情報は，整備直
後のため，市町村の地域防災計画への記載は少な
く，住民の避難勧告に使用できる態勢には未だ
なっていなかった。土砂災害警戒情報は住民の自
主避難のために伝達されるに留まり，避難勧告発
表の参考は少なかった。
（２）土砂災害警戒情報は，市町村の防災活動や

住民の自主避難に活用できると期待されている
が，土砂災害警戒情報の送付単位，市町村単位の
発表単位，警戒文の内容等については改善の余地
があることが指摘されている。
（３）気象台からの気象予警報に加えて，土砂災
害警戒情報，土砂災害発生予測情報システム，河
川情報等のように近年防災情報は整備された。防
災情報の量が多過ぎるという意見は少ないが，伝
達ルートの一元化を求める意見は多い。
（４）台風１４号の接近時に土砂災害警戒情報は，

市町村からの防災行政無線等やテレビ・ラジオ等
のメディアを通じて住民に伝達された。今回調査
した小谷地区では，目的である住民の自主避難に
は結びつかなかったが，本調査の結果から分かる
ように，土砂災害警戒情報を聞いた住民は警戒行
動を開始した。土砂災害警戒情報や前兆現象に関
する住民の知識は少ないので，さらに周知のため
の広報活動が望まれる。
（５）突発的に発生する集中豪雨と異なって，台
風の襲来は接近の数日前から予測できるために，
情報の発表，住民への伝達が可能である。今回調
査した小谷地区でも，自主避難の呼びかけがなさ
れていたが，避難者はいなかった。これまでの土
石流災害では，情報が届かなかったなどのシステ
ムの問題が注目されたが，今回は情報が活用され
なかったことが問題点として挙げられる。土砂災
害警戒情報を始めとする災害情報や伝達方法はか
なり整備されたので，これらを住民の自主避難や
行政の避難勧告に活用する必要がある。そのため
には，防災教育，災害体験の伝承，地域の防災
リーダーの育成等を促進し，災害情報を活用でき
る住民，地域を作って行かなければならないこと
が確認された。
２００６年度の追加調査より，
（６）土砂災害警戒情報の運用開始から１年間が
経過した時点で，この情報が市町村地域防災計画
に掲載されつつあるが，まだ割合は小さいことが
確認された。２００６年７月鹿児島県西北部豪雨時に
土砂災害警戒情報の発表により，市町村は災害警
戒態勢の強化を図ったが，避難勧告の発令等の判
断に活用はまだ少なかった。早急に地域防災計画
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図-１１ 土砂災害警戒情報を受けての災害警戒
態勢の強化
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に記載するとともに，避難勧告や住民の自主避難
に活用できるシステムにする取組が必要である。
土砂災害警戒情報については，わかりやすくす

るための内容の工夫や細分化が引続き求められて
いる。

８．提言
今回初めて発表された土砂災害警戒情報につい

て，アンケート調査の結果から以下の提言ができ
る。
（１）土砂災害警戒情報の発送単位を現在の土木
事務所の管轄ブロック単位から市町村単位にする
ことが望ましい。これによって，市町村に届く土
砂災害警戒情報の数を減らすことが可能で，確認
作業等が軽減される。
（２）全国的に市町村合併が進み，市町村の面積
が増えている。市町村単位の情報では広範囲なた
めに初動体制が取りにくい状況になっている。発
表単位の細分化が将来的には必要である。当面，
鹿児島県の土砂災害発生予測情報システムのパソ
コン端末に提供される情報と併用することが現実
的である。パソコン端末では観測点ごとのレベル
１～レベル３まで指標を確認することができる
が，アンケート調査によれば，端末の導入率は
４０％程度である。鹿児島県が保有する土砂災害に
関する雨量情報を有効に活用するために，端末の
導入を促進することが重要である。パソコン端末
の導入が進めば，土砂災害警戒情報とリンクした
活用が可能になる。この土砂災害発生予測情報シ
ステムの内容や伝達ルートを地域防災計画に参考
情報として掲載することがより具体的な活用に向
けて望まれる。
（３）県の防災行政無線から送付されるFAXの

地図はカラーではないので，原図と比べて鮮明で
ないことが指摘されている。カラーでなくても見
易くする工夫やインターネットでも確認できるこ
とを周知することが望まれる。
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